
 

 

 
 
災害分野にこそ法的思考力が求められる 

 わが国は災害大国と言われている。大規模災害時が

おきれば行政機関による救助活動、医療提供、物資支

援、再建支援、復旧・復興事業の展開が欠かせない。そ

のような災害分野の政策執務にこそ、実は「法律」の知

識と「法的思考力」が求められる。専門用語や手続手順

を記憶することが重要なのではない。法の趣旨、すな

わちその法律が「目的」としていることは何か、という

「基本軸」を常に忘れることなく、仮に先例のない未

知の事象であったとしても、適切な意思決定ができる

ような思考力を持つことが重要なのである。法学者の

末弘厳太郎先生（1888-1951）は、かつて新任国家公務

員に向けて「法律的に物事を考える力」、すなわち「物

事を処理するにあたって、外観上の複雑な差別相に眩

惑されることなしに、一定の基準を立てて規則的に事

を考えること」を養うことが重要だと説いている。本

講義では、災害時に「法律」の基礎知識や「法的思考

力」を前提に、災害を乗り越える知恵を学ぶことを目

指す。 

  
災害で被災するとはどういうことか 

2011 年 3 月 11 日、筆者は弁護士資格を有しながら

国家公務員として出向勤務していた霞が関の庁舎にて、

数分に及ぶ大きな揺れを経験し、津波映像を目の当た

りにし、それから数日のうちに原子力発電所事故の衝

撃的な事故を報道で目にした。感じたのは、途方もな

い無力感であった。法学は災害の前では無力なのか。

法に従い行政執務を行っている公務員は被災者の命を

救うことや健康を守ことはできないのか。 

被災地の姿を目に見える人的・物的被害のみと考え

れば、多くの者は無力感に苛まれるであろう。しかし

ながら、そこに生きてかつ生活の再建を求める被災者

ひとりひとりに目を向けた時、全く異なる視点からの

被害の様相が見えてくるのである。 

 

大津波により住んでいた町が壊滅的な被害を受けて

しまいました。商店街の一角にて夫婦共同で個人事業

をしていましたが、店も自宅も一緒に流されてしまい

ました。夫は津波で流されて安否不明の状況です。い

まなお捜索を続けてもらっているところです。 
私と子どもたちは津波から逃げることができまし

た。今はここ高台の避難所に身を寄せています。水や

食料は何とかなっていますが、これからどうなるのか

不安で仕方ありません。収入も仕事も何かも失ってし

まいました。 

子どもたちは大学と高校への進学が迫っているので

すが、どうしたらよいのか途方に暮れています。 

自宅の住宅ローンが３０００万円以上残っていま

す。お店の改修や運転資金の借入が２０００万円残っ

ています。貯蓄といっても１００万円ほどもありませ

ん。どうやって生きていくのか何も考えられません。 

どうしたらよいのでしょうか。これからどうなって

しまうのでしょうか。 

 
災害時には、「生活の再建」を願いながらも、そのた

めの糸口をつかめず、絶望の淵にいる被災者の声があ

らゆる被災地から聞こえてくる。災害の被害は、被災

者が「生活の再建を達成」したと言えるまでは、いつま

でもいつまでも続いてしまうのである。 
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希望となる情報は法制度の中にある 

災害直後であっても、「法律」や「法学」が被災者支

援や復興に役立つことが次第に見えてくる。それが最

も実感できるのは、法律に基づく「情報」や「知識」が

正しく被災地に伝達され、被災者がそれを知ることで、

わずかでも「希望」を見出そうとした瞬間である。被災

者の生活再建の達成のために必要なこと、それは誤解

を恐れず単純化してしまえば、「金銭給付」と「債務免

除」にある。これを適切に行うためのいわばガイドラ

インや道標となるのが「法律」である。法律とは、罰

則、規制、ルール、規則といったもので私たちを縛るだ

けものではなく、困難に陥った私たちを助けてくれる

「情報」であり、「支援」そのものなのである。 

 
法律を知り法的思考力を鍛えるプログラム 

 災害時において私たちの助けとなる「法律」を、被災

者支援や災害救助という、災害後の究極にして唯一の

目的にために学び活用することが必要である。そのた

めの学習のプラットフォームとなる場を新たに創設し

なければならないと考え『災害復興法学』を立ち上げ

た。この教育活動と研究活動のなかで、法律を知り法

的思考力を鍛える教育プログラムの開発も目指してき

た。プログラムの内容は、東日本大震災や新型コロナ

ウイルス感染症等といった大規模な危機の発生の際に、

現場の被災者や行政のニーズに応えるべく既存の法制

度を効果的に運用したり、新たに法改正や新規立法を

成し遂げたりしてきたケースを題材にしたものである。

ここでは、その中から、４つのプログラムを紹介する。

なお、自治大学校における「被災者生活支援」講義は、

[プログラム 1]と[プログラム 2]を重点的に実施する

講義である。 

 

［プログラム 1］被災者の生活再建と法制度 

「すべてを失った。一体どうしたらよいのか。自分

が何に困っているのかもわからない。何を聞いたら良

いのかもわからない。途方に暮れている」。大規模な災

害で住まいを失い、家族や大切な人を失い、仕事を失

い、財産を失い、何もかも失った被災者は、命が助かっ

てもそこから再び絶望の淵に落とされてしまう。災害

直後に置かれた状況と、これまでの平穏な日常生活と

のギャップに希望を失ってしまう。人的・物的被害の

みならず、被災者個人のお金や支払いに関する様々な

悩みは、災害直後から被災者の身体と精神を蝕む。災

害時にこのような被災者の「お金とくらし」に関する

「生の声」を理解し、研修を通じていわば被災後の真

実の声を追体験することが重要になる。 

被災者の抱える真の悩み・ニーズの実態を把握した

後は、悩みやニーズに少しでもこたえられる確かな情

報と知識を伝えることが重要である。その情報と知識

の根源こそが「法律」である。災害大国といわれるわが

国は、過去の災害の教訓から様々な被災者支援のため

の法制度が作られてきた。被災後の絶望の淵から、一

（本講義参考図書） 



歩を踏み出すための生活再建に資する各種支援制度や

周知すべき情報を「知識の備え」として体系的・網羅的

に学習する。 

 

研修プログラム①お金の支援 

（演題例） 

『被災したあなたを助けるお金とくらしの話』 

『生活再建のための法制度知識の備え』 

（学習目標） 

東日本大震災、熊本地震、西日本豪雨、令和元年東

日本台風、令和６年能登半島地震等の際の弁護士無

料法律相談事例データをもとに災害直後の被災者の

リーガル・ニーズの傾向を把握し、当該ニーズに対

応する支援制度や支援情報について効果的に周知、

説明、手続支援、窓口誘導、外部専門士連携等を行え

る知識と身につける。特に「罹災証明書」「被災者生

活再建支援金」「災害弔慰金」「自然災害債務整理ガ

イドライン」については被災者リーガル・ニーズが

最も高い制度であり、深い理解を要する。 

 

[プログラム 2]災害関連死を防ぐ災害救助法の活用 

 災害関連死（直接死以外で当該災害と死亡との間に

相当因果関係が認められるもの）の要因分析結果によ

れば、避難所等における避難生活中の過酷な生活環境

が主な原因となったものが相当の割合を占めている。

筆者も理事を務める避難所・避難生活学会は、早期に

「避難所 TKB」を提唱し、清潔かつ安全なトイレ環境の

整備（トイレ＝T）、適温食ほか栄養バランスや個別事

情に配慮した食事の即時提供（キッチン＝K）、段ボー

ルベッド等簡易ベッドの設置による雑魚寝による静脈

血栓閉塞症（エコノミークラス症候群）発祥の防止と

区画整理による感染症防止及びプライバシースペース

の確保（B＝ベッド）が特に重要であることを訴えてき

たところである。では、大規模災害において TKB を含

むに避難所環境整備や避難所の確保の法律的・財政的

根拠はどこにあるのか。それこそが「災害救助法」及び

その関連法令とマニュアル・ガイドライン群である。 

災害救助法の意義と効果はなにか。なぜ災害救助法が

重要とされているのか。災害救助の適用の有無で何か

が変化するのか。災害救助法を知ることがなぜ災害関

連死を防ぎ、避難所環境整備に役立つのか。避難所 TKB

の実現、男女共同参画の視点を取り入れた避難所運営、

福祉サービス提供の充実化などのためにも、災害救助

法を徹底活用するノウハウの習得は不可欠である。 

 

研修プログラム②災害救助法 

（演題例） 

『災害救助法の適用と徹底活用術』 

『災害関連死ゼロを目指す避難所 TKB』 

（学習目標） 

災害救助法、災害救助法施行令、関係規則、関係告

示等の法体系の全体像を理解する。そのうえで「災

害救助事務取扱要領」、各種告示、「避難所避難生活

における良好な生活環境の確保に向けた取組指

針」、「避難所運営等避難生活支援のためのガイドラ

イン（チェックリスト）」、「避難所におけるトイレの

確保・管理ガイドライン」、「福祉避難所の確保・運営

ガイドライン」等の法体系上の位置づけを明確にし

て理解することを目指す。また、災害救助法適用時

の国の通知や事務連絡等（事務連絡「避難所の確保

及び避難生活の環境整備等（依頼）」等）の存在を事

前に把握して、災害救助の際の水準である「一般基

準」のみならず「特別基準」の活用を理解する。 

 

[プログラム 3］災害と個人情報の利活用 

 災害時や緊急時に被災住民の個人情報を共有したり

収集したりしたいときに「個人情報保護法」が壁にな

ると誤解していないだろうか。個人情報はあくまでも

個人の権利利益、すなわち人の生命・身体・財産等を守

り又はその利益を増進させるためにこそ管理されある

いは活用されなければならない。「個人情報は個人を守

るためにある」と心得るべきである。個人情報保護法

の正確な理解を前提に、その特別法等として災害時の

個人情報の取扱いを定める災害対策基本法のルールを

知り、正確に使いこなせる政策法務の知識が不可欠で

ある。災害時こそ、被災者の個人情報を共有・流通さる

ことで、被災者支援を円滑かつ効果的に実施し、ひい

ては災害関連死を防止しなければならない。行政機関



の保有個人情報を行政内部に留めるのではなく、医療

保健福祉分野の専門家や各種支援団体と効果的に情報

共有して協働するための前提として、個人情報保護法

や災害対策基本法における情報共有に各種ルールに関

する正確な理解が必要である。 

 

研修プログラム③個人情報 

（演題例） 

『災害時における個人情報利活用と見守り支援』 

『防災分野における個人情報の取扱い』 

（学習目標） 

個人情報保護法が目的としているのは個人情報の

適切な管理又は利活用によって人の生命・身体・財

産の保護することにあるという基本趣旨を正確に理

解したうえで、内閣府策定の「防災分野における個

人情報の取扱いに関する指針」等を参照し、個人情

報の適切な共有と利活用を目指す。具体的には、安

否確認と氏名公表、安否照会への回答、避難行動要

支援者名簿と個別避難計画の作成と情報共有、被災

者台帳の作成と情報共有、広域避難における被災住

民情報の共有、民間への委託等、災害時に個人情報

の取扱いが論点となる施策について正確に理解し、

災害への準備と思考訓練を繰返す。 

 

［プログラム 4］組織の BCPと安全配慮義務 

 災害時においても、組織が必要な事業や業務を継続

し、職員を雇用し続けられるように対策と訓練を行う

ための取組である「事業継続計画」ないし「業務継続計

画」（BCP=Business Continuity Plan）の策定は、組織

のレジリエンスを高める備えである。BCP の見直しや

強化は、事前にリスクやハザードを把握したうえでハ

ード面での対策を構築することはもちろん、組織の指

揮命令系統の脆弱性の克服や、災害後にあっても職員

の雇用を維持していくことや、事業復旧や再生の担い

手たる職員らに対するあらゆるケアなど多岐にわたる。

特に「災害復興法学」の切り口では、自然災害時に組織

側が果たすべき「安全配慮義務」（生命・身体を危険か

ら保護し安全を確保する義務）について理解し、災害

直後にあっても安全配慮義務を果たせるように BCP を

強化することを目指す。東日本大震災では、津波によ

り多くの命が失われた。遺族らから、組織側の安全配

慮義務を問う損害賠償や国家賠償の訴訟が多数提起さ

たれたところである。これらの裁判例を読み込み、そ

こから危機管理に活かすべき教訓を抽出し、BCP や災

害対応訓練に反映することが求められる。教訓の一つ

に「災害時において司令塔となるはずのトップが不在

の場合でも、権限自動委譲を機能させて、常に円滑に

最善の判断ができるようにマニュアルを整備し、訓練

をしておくこと」がある。東日本大震災で多数の犠牲

者が発生した石巻市立大川小学校や常磐山元自動車学

校では、災害当日にトップ（校長や社長）は不在であ

り、そのことが少なからず被害に影響したという分析

がなされている。 

 

研修プログラム④安全配慮義務 

（演題例） 

『組織のリスクマネジメントと安全配慮義務』 

『BCPと職員ケアを含む BLCPの視点』 

（学習目標） 

東日本大震災の津波犠牲者訴訟や自然災害に起因

する損害賠償・国家賠償訴訟で争点となった、事業者

や行政機関の「安全配慮義務」について理解し、裁判

例や検証報告書等から危機管理や事業継続計画に資

する教訓を学ぶ。得られた教訓を危機管理マニュア

ルや事業継続計画（BCP）に反映し、より効果的な災

害対応訓練やハザード調査を実践する。加えて、BCP

の担い手たる職員や関係者らの災害後の身体的・精

神的ケアについても事業者の責務として実践する

「BLCP」（Business and Living Continuity Plan）

体制を整備する。 

 

職員の専門スキルから市民のリベラルアーツへ 

 災害時に必要な知識は誰もが事前に学べるようにし

ておきたい。例えば[研修プログラム①お金の支援]（演

題例『被災したあなたを助けるお金とくらしの話』等）

に関する研修は、以下の各分野の教育と高い親和性を

有する。自治大学校の講義が市民との協働ツールとし

て活用されることを願う。 



主権者教育：社会のできごとを自ら考えて判断し、

主体的に行動する主権者を育てる教育。災害復興法学

研修により災害時に被災者の支援になる「法律」を知

ることで、新たな法制度を提言する力を育むことが期

待される。 

法教育：法律専門家ではない一般の人々が、法や司

法制度、これらの基礎になっている価値を理解し、法

的なものの考え方を身につけるための教育。災害復興

法学研修は、災害時に被災者の命を繋ぐことを最大の

目的とした各種法律の価値や理念を理解したうえで法

を使いこなす能力を育むものである。 

金融教育・マネー教育：お金や金融の様々な動きを

理解し、それを通じて自分の暮らしや社会について深

く考え、自分の生き方や価値観を磨きながら、より豊

かな社会生活やよりよい社会づくりに向けて、主体的

に行動できる態度を養う教育。災害復興法学研修によ

って被災者のお金とくらしに関するリーガル・ニーズ

を知り、支援制度を駆使し、かつ制度不備を指摘して

政策提言することは、金融教育の求める人材を育むこ

とにつながる。 

消費者教育：消費者の自立を支援するために行われ

る消費生活に関する教育（消費者が主体的に消費者市

民社会の形成に参画することの重要性について理解及

び関心を深めるための教育を含む）及びこれに準ずる

啓発活動。災害復興法学研修は、正しい知識を学ぶこ

とで悪質な情報を排除し、自立した消費者を育むこと

に貢献する。 
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